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はじめに

• 現在我々の現在位置はどこにいるのか？
鳥の目 虫の目で考える

• 地質学的にも現在の「完新世」から 「人新世」へ変化
しているのでは？

• 1つは、新型コロナパンデミックによる「生命」の有限
性、2つめは「気候変動による地球環境」の有限性、3
つめは資本主義の無限成長の限界

• 現在近代の価値観の大転換期では？
中世の「閉じた世界」からコペルニクスの「無限宇
宙」へ→資本主義の無限成長へ→そして現在「有限
性」を確認しつつある→新しいシステム？

• そして再生可能エネルギーへの転換を中心とした第三
次産業革命の入口にいるのでは？



質問です
①21世紀の日本含む世界の経済社
会の変化は、歴史的な転換点にある
と感じますか？

②インターネットへの自由な接続の
ない経済社会を許容出来ますか？



＊まだGDP世界3位の大国

＊G7のアジア唯一のメンバー

＊先進国で技術大国

＊だが、まあこんなもんか

＊しかし将来は不安

現在のわれわれ日本人の認識はどうか？

思考停止状態

だが不都合な真実を見逃して
いないか？



1.日本経済の埋没と現在地
Ⅱ. アベノミクスの総括
Ⅲ.日本経済の基本構造(経常収支/貿易収支)
Ⅳ.資本主義の現在地と第三次産業革命(限界費用ゼロ社会）
Ⅴ.第三次産業革命への立ち遅れと日本経済の競争力低下
Ⅵ.日本経済の弱点 食料とエネルギー
Ⅶ.ソーラーシェアリング 第三次産業革命の起爆剤として

Ⅷ.我が家のエネルギー限界費用ゼロ革命
Ⅸ.皆さんへの期待

目次
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Ⅰ.日本の埋没と日本経済の現状
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1950 1988 2000 2010 2020 2030
予想

2060
予想

日本 3％ 16％ 14％ 7％ 6％ 4％ 3％

中国
アジア

(4％)
15％

(2％)
6％

(4％)
7％

(9％)
17％

(17％)
25％ 32％ 48％

米国 27％ 28％ 30％ 25％ 25％ 22％ 17％

ソ連ロ
シア

10％ 8％ 1％ 2％ 2％ 1％未
満

-

西欧
EU

26％ 31％ 26％ 19％ 20％ 17％ 13％

その他 18％ 12％ 21％ 29％ 23％ 24％ 19％

アジア・日本の世界GDPシェア
ピーク1994 17.9％ ’21 5.1％
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14%

3%
4%

31%

1%

26%

21%

2000

日本

アジア(除中国）

中国

米国

ソ連ロシア

西欧EU

その他

14％

16%

4%

2%

28%

8%

30%

12%

1988

日本

アジア(除中国）

中国

米国

ソ連ロシア

西欧EU

その他

3%
11%

4%

28%

10%

26%

18%

1950

日本

アジア(除中国）

中国

米国

ソ連ロシア

西欧EU

その他

ピーク1994 17.9％

3％

16％
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3%

48%

17%

0%

13%

19%

2060 予想

日本

アジア中国

米国

ソ連ロシア

西欧EU

その他

3％

4%

33%

22%0%

17%

24%

2030 予想

日本

アジア中国

米国

ソ連ロシア

西欧EU

その他

4％

6%
8%

17%

24%2%

20%

23%

2020

日本

アジア(除中国）

中国

米国

ソ連ロシア

西欧EU

その他

2021 5.1％

6％



２５年間 ５兆ドル前後成長せ
ず
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実はアベノミクスは成長なし
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５41.9兆
５００.4兆

（2012）

名目GDP推移（円ベース）
2020目標600兆円

9年平均0.9％増

GDP項目研究開発
費算入2016 17兆

（2021）

単位：10億

世界GDP７４兆＄（‘12）
→８５兆＄(’20）

年平均1.7％
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536.8兆

482.6兆

（2000）

517.9兆

（2012） 9年平均
0. 4％

実質GDP推移

（2021）

単位：10億



名目GDPランキング 2021年 １人当たり名目GDPランキング
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１人当たりランキング２４位→２８位へ



国名 2021 2020 国名 2019 2018 2017
1 シンガポール 72.8 58.9 1 シンガポール 65.2 64 57.7
2 香港 49.7 46.7 2 香港 48.6 48.5 46.1
3 ブルネイ 44.8 26.1
4 日本 39.3 40.1 3 日本 40.2 39.3 38.4
5 韓国 34.8 31.5 4 韓国 31.8 31.3 29.9
6 台湾 33.8 28.3 5 ブルネイ 29.3 32.4 29.7
7 モルディブ 13.2 9.9 6 台湾 25.9 25 24.6
8 中国 12.4 10.5 7 モルディブ 15.5 14.5 12.5

アジア1人当たりGDPランキング2021

日本は2006年までは1位。‘07年にシンガポール 3.9万$日本3.5万＄と首位
陥落 ‘１４年香港4.0万＄日本3.8万＄と３位へ
’21年前年比実額減少は日本のみ。

単位：千ドル



１人当たりGDP（購買力平価）ランキング2021

世界３６位←３０位 アジア７位←７位
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国
債
格
付
け
ラ
ン
キ
ン
グ
22.4

日本
２４位

A1
韓国・
中国以
下
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Ⅱアベノミクスの総括

第一の矢 異次元金融緩和 ゼロ金利政策

マネタリーベース2倍→2％物価上昇
2年でデフレ脱却

第二の矢 財政出動

第三の矢 成長戦略
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日銀当座預金
（準備預金）

日銀券発行高 貨幣流通高 合計

2010年平均 16.7兆円 77.2兆円 4.5兆円 98.4兆円

2012年平均
（A）

35.9兆円 80.9兆円 4.5兆円 121.3兆円

2014年平均
（B）

142.4兆円
（60％）

86.6兆円 4.6兆円 233.7兆円
（100）

2020年平均
（C）

438.0兆円
（79％）

112.2兆 5.0兆 555.2兆円
（100）

マネタリーベース(年平残)

出典：日銀時系列マネタ
リー平残データ

2021年平均
（D）

521.8兆円
（81.9％）

116.7兆 5.0兆 643.5兆円
（100）

貸出残高 2012年平均 2021年平均

397兆円 ５０２兆円 1.26倍

D/A
B/A

14.5倍
４.０倍

144％
107％

111％
102％

5.3倍
1.9倍



国債・借入金残高推移

2013.3
（A）

2017.3 2018.3 2019.3 2020.3 ’22.3
（B）

‘22.6

国債残高 82,147 93,490 95,914 97,680 98,759 110,468 109,642

借入金 5,486 5,442 5,402 5,320 5,253 5,042 4,828

政府短期証券 11,527 8,224 7,465 7,334 7,441 8,620 11,050

単位：百億円

国債借入金残高 99,160 107,156 108,781 110,335 111,454 124,131 125,520

政府保証 4,495 4,028 3,971 3,811 3,617 3,197 3,264

日銀保有残高22/6 54,245 49.5％
(22/3 52,617  47.6%)

出典：日銀時系列
データ

（B）-（A）

28,321

▲444

▲2,907

24,971

▲1,298



債務残高比較（対GDP比）

過去最悪1946
英269.8 263.1％
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10,395

28，791２．７倍

27千円台

（‘22/9）



実質実効為替レート指数推移
1970～2021

青 実質実効為替レート 左目盛
赤 スポットレート 右逆目盛

７９．８円
(‘12平均)150.8

109.8円(21平
均）

１４０円台

(‘22/9）

57.1

68.1
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第一の矢 異次元金融緩和
ゼロ金利政策

マネタリーベース ５倍急拡大
2012 １２１兆円 2021 643兆円

貸出残高 １.２倍
2012 ３９７兆円 2021 502兆円

株価PKO 日銀40兆 GPIF45兆
日経平均9108円(12年平均)→28836円(２１年）

円ドル相場79.8円/＄(12年)→140円台(22/9）

→市場アラート機能喪失状態
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第３の矢 成長戦略は飛ばず

第2の矢
• 財政出動 政府予算一般＋特別 1.16倍

2012 487.5兆円 2021 632.6兆円

• 政府債務 1.25倍 2012 992兆円

2021 1241兆円

• 債務比率/GDP 263.1％ G7最悪
• 財政規律緩む

結局マネーは、市中金融機関と日銀の間の移動
だけで市中へのマネーの還流起きず物価上昇は
実現せず。株価上昇と円安と実質賃金低下
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アベノミクスの国民生活への影響

1.経済成長の果実がトリクルダウンで所得増加
→成長果実なし→非正規雇用拡大→所得は上
がらず→中産階級没落→貧困率悪化・貧富の
差拡大

2.勤労者可処分所得は20年間増加せず格差拡大。

相対的貧困率はOECD中米につぐﾜｰｽﾄ6番目。
米の5割、OECD主要国の6～7割の水準へ低下

3.家計消費は▲3.8％、消費低迷→経済成長せ
ず→悪循環 ８年間の消費者物価+5.8％で家
計負担はさらに加重



勤労者可処分所得 単位：万円/月

1990年 2000年 2005年 2010年 2015年2019年
勤労者世帯

可処分所得

90年比 100 1.07 1.00 0.98 0.97 1.08
(除給付金） 2020 2021 *可処分所得＝実収入ー税社会保険料等

47.1 49.9 49.3 出典：総務省家計調査

1.13 1.11

20年間ゼロ成長。2020年はコロナ給付金で若干増加

家計消費支出

２０１０年 ２０１２年A ２０２０年 2021年(B） B/A
全国全世帯
（2人以上）

２９．０万円/月 ２８．６万/月 ２７．８万/月 96.2

47.744.1 47.3 44.0 43.0 42.7

27.9万円/月

勤労者世帯可処分所得の変化

27



28

OECD平均賃金比較2020
購買力平価ベース

米の55％ 独仏英等の
60～70％ 韓より低

38.5千＄



消費者物価上昇率推移
22/4以降8月まで+2.4％～2.8％
ウクライナ侵略と円安による輸入物
価の上昇による



主
要
国
政
策
金
利

５,６,７月、9月連続
利上げ年内4％台へ

５,８月利上げ

9月23日+0.75％
15年ぶり利上げ
マイナス金利終了

+0.5％

マイナス金利日銀だけ

+0.75％ 9月２３日
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Ⅲ.日本経済の基本構造



2013 2015 2016 2017 2013 2015 2016 2017

日本 13.9 14.2 13.1 14.3 16.1 14.8 12.3 13.8

韓国 40.8 35.9 33.0 35.3 37.6 29.8 27.1 29.4

中國 22.9 22.2 19.1 18.9 20.2 15.0 14.2 15.3

米 9.4 8.2 7.8 7.9 13.9 12.7 12.0 12.3

英 17.4 15.8 15.2 16.6 23.5 21.4 22.0 23.3

仏 20.7 20.4 20.4 20.7 24.3 23.6 23.2 24.1

カナダ 25.2 26.3 25.7 25.6 25.6 27.6 27.0 26.8

貿易依存度推移2013～2017

輸入依存度輸出依存度

ドイツ 38.4 39.3 38.4 39.2 31.4 31.2 30.4 31.5

出典：統計局世界の統計



日本経済の基本構造

製造業中心のものづくり国家
＊資源輸入・加工製造し輸出で稼ぎエネルギー・食料は輸入すれば
いいという工業生産力モデルでJapan as No1の地位

1994年ピークに下り坂へ
1994年 世界GDPシェア17.9％ 21年5.1％

＊工業製品輸出で稼いで世界一の純債権国へ＝海外純資産411兆
→円高がすすみ製造拠点海外移転 (21/12)
→国内産業の空洞化 海外で稼ぐ構造へ

輸出依存度13.1％ 輸入依存度12.3％

＊自動車・電機機械の輸出で鉱物性燃料・食料輸入をカバー。海外
資産配当等第一次所得収支で経常収支黒字維持 ウクライナ戦争・
円安で経常収支赤字の懸念(１２、1月、６月赤字) 33



日本の貿易構造変化
出典: 財務省貿易統計
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70→100円台 原油
価格高騰

輸送用機器 12.9
電機1.5 2020

鉱物性燃料▲18.8

食料▲6.8

▲4.8
基礎的収支2021

3.1
輸送用 12.2
電機 7.4

2004
鉱物性 ▲11
食料 ▲5

▲8.2
貿易収支

1.0
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2021 21.7％
2017～20

15～23％

鉱物性燃料が輸入に占める割合
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メインは貿易収支から第一
次所得収支へ

リーマン
ショック アベノミクス

東日本
大震災

貿易収支
▲1.6兆

経常収支
１２．６兆



経常収
支3.5兆

12.8兆

貿易収支
▲5.7兆

▲2.5兆



2022/6

第一次所得
１兆2200

経常収支
▲1324億

貿易収支
▲１兆
1140
サービス収
支
▲2545億

５月▲２兆
３906億

４月
▲ 8538億

３月
▲4240億

２月
▲6772億

１月▲２兆
1194億

貿易収支

６月▲１兆
４０４０億

22/1～6
▲７兆９４
９２億



世界の先進国 日本、米国、ユーロ、スイ
スの4中央銀行がゼロ％台を経験
国債マイナス金利は日本が先頭で16年2月
▲へ、16年4月に独も▲へ、19年に日本
を下回る。19年6月に仏も▲へ
しかし、コロナを経て主要国はインフレ抑
制のため利上げ局面へ。政策金利マイナス
は日本だけに。

そして金利0％



米国

日本

22/8
米3.133％
独1.544％

日0.221％

ドイツ



金利ゼロとは資本・マネーが過剰
飽満状態～投資対象喪失

豊かさとは必要なものが必要な時に必要な
場所で手に入る-----ミヒャエル・エンデ
日本はじめ先進国はこの状態に到達

ゼロ金利の状態は投資対象がなくなり、資
本不足が解消され資本の希少性がなくなっ
た状態～ケインズ
本来、国民へ十分な財サービスが提供でき
るようになった望ましい状態だと予言(２０
３０年代)→日本がゼロ金利の最先端を走る



不都合な予想 ２２/1～6の貿易収支赤字▲7.9
兆円、７,８月も▲４兆の赤字、下期も赤字が予
想され年ベース赤字は過去最大‘13年度▲13兆
7500億を超えるのは確実。

第一次所得収支は年２０兆円あり、これを超える
と経常収支赤字の懸念→国債消化海外依存へ
→金利上昇→世界最悪の財政の持続性問題が発生

＊経常収支赤字を回避するには、つぎのいづれか
1.産業構造変革で競争力再生し輸出で稼ぐ
2.鉱物資源・食料輸入削減＝自給率UP



Ⅳ.資本主義の現在地と第三次産業革命
--日本経済の陥穽

43
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そもそも資本主義とは？

• 資本主義は無限成長を前提として
永遠に資本を自己増殖するシステム

• 無限成長は「より遠く」「より速
く」「より合理的に」の近代基準で
フロンティアを開拓・増殖してきた

・産業革命以降、化石燃料の発見によ
り「より速く」「より合理的に」の科
学技術全盛の時代へ→産業資本主義の
最盛期
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資本主義の現在地

90年代からグローバリゼーションによりヒト、モノ、カネ
の移動が自由化、新自由主義が資本移動を加速 開発のフ
ロンティアが枯渇し、投資対象喪失実物経済が低成長・ゼ
ロ金利へ。無限と思った投資空間が有限へ→新たな無限投
資空間＝「電子金融空間」へ移動 バブルの生成・破裂の繰り
返し→今も危機の最中 世界金融資産/GDP ‘20 ４.５倍(381兆

/85兆＄） ‘07 4.2倍

第２次産業革命は化石燃料をベースインフラに飛躍的に生
産性向上が実現したが、９０年代には総エネルギー効率が
約13％で上限へ(87％が消失）第３次産業革命IOTインフ
ラで40％まで向上の可能性



コンドラチェフの波と産業革命

第1波

１７９０～１８
４８年

第2波

１８４８～１８
９０年代

第3波

１８９０年代
～1945

第4波

1940年代後半
～2008年

第5波

2000年～

蒸気機関 鉄道電信
重工業
電気工学

原子力コン
ピューター

再生エネ
ICT IOT AI

英 第一次産業革命 米 第二次産業革命ピーク2008 第三次産業革命～



第３次産業革命とは～ジェレミー・リフキン

産業革命は３つの要素が融合して起こる

３要素 ①新通信伝達技術 ②新エネルギー
③新輸送手段ロジスティクスの3つが融合して

経済社会システムが大変革

今まさに①コミュニケーションインターネット②再生
可能エネルギー③EV自動運転等モビリティシステムの
3つがIOTにより統合されたスマートエコノミーの実現
が予想される



産業革命の3要素～ジェレミー・リフキン
「限界費用ゼロ社会」より

Ⅰコミュニケーションテクノロジー
Ⅱ新しいエネルギー源
Ⅲ輸送、物流のモビリティ形態

3要素 第一次産業革命
19C 英

第二次産業革命
20C 米

第三次産業革命

１.コミュニケー
ションテクノロ
ジー

印刷 電信 電話 ラジオ
TV

コミュニケーショ
ンインターネット

2.新しいエネル
ギー源

石炭 石油 原子力 再生可能エネル
ギー

3.輸送物流モビリ
ティ

鉄道 自動車 EV自動運転車、
ドローン

インフラプラットフォーム 蒸気機関 電気 デジタルインターネット
IOT

3つの要素
融合で社会
革命



第三次産業革命のインターネットコミュニケーション
社会の特徴

第二次産業革命 第三次産業革命 特徴差異

コミュニケーションテ
クノロジー

電話・TV・電気 コミュニケーションイ
ンターネット

中央集中・クローズ
ド・垂直統合型独占
トップダウン
VS 分散・オープ
ン・水平展開型

新しいエネルギー 石油・原子力 再生可能エネルギー 大規模投資中央管理
VS分散投資分散管理
限界費用0
プロシューマー

輸送物流モビリティ 内燃機関・自動車 自動運転車、ドローン 所有→シェアリング
エコノミー（共有型
経済）

IOTキーインフラ 石油



世界経済の現状認識

産業資本主義の成熟 生産力＞需要→GDP成長率低下
米1970年代4.4％→2008年2.2％、2022年2.3％

設備投資低迷→金利低下ゼロ金利20年

デジタルネットワーク（ICT）、IOT、AI、3Dプリンター
等の情報技術が第３次産業革命を牽引中

＊従来の資本主義市場 売値＝取引コスト+利益→IOT技術
により指数関数的に取引コストが激減。3Dプリンターによ
る製造業の革新や再生可能エネルギーも。ex音楽出版で先行
＊モノの所有から利用サービスへ移行。所有の意味が喪失→
時間が商品へ＝タイムシェア 自動車もシェアリングが主へ



第三次産業革命の進展

予想 初期固定費負担以降生産流通の追加生産流通コストを激
減させる→単価激減→利潤源泉喪失→限界費用ゼロ社会へ
→資本利益の無限追求不可？→資本主義の前提が消失するおそ
れ？

資本主義の持続可能性はあるか？→成長を目指さぬ定常経済へ
という学説も？ただ第３次産業革命は進行

＊GDP成長万能の生産性追求の時代はIOTにより極生産性を
達成すれば終了。生産性から生成性、効率から持続可能性へ移
行



第３次産業革命以降とその後の世界

＊第一次第二次産業革命のインフラ 40年で整備
第三次産業革命へのパラダイムシフトも40年くらいで移行
→‘50年位までに新インフラへ 移行需要が人的雇用を牽引

＊インフラ完成後は農業、工業、サービス業、介護医療部門
とも従来の賃金労働からブティック型ハイテク労働力やス
マート技術への移行→短時間労働・余暇時間増加

＊分散型協働資本主義時代は市場主義万能の私的利益第一か
ら文化・芸術を重視した人間精神充実の世界へ変容。人の仕
事の領域は、市場、政府、家庭内労働、市民社会の4領域。こ
のうち市民社会の社会的資本形成部門（市民社会団体が文化
的福祉的団体など）の比重大



第三次産業革命が進むと社会はどう変わ
るか？

パラダイムの大転換
＊現状 所有→大規模・資本集約→垂直統合→中央集
権・クローズ→寡占化利益独占→稀少性経済

＊共有・協働型→ 分散→水平展開→ オープン化→プロ
シューマー（生産・消費者一体化）誕生→シェアリング
エコノミー（使用）型経済→共同（他者）利益

ビジネス構造も売り手買い手の対立関係から水平/協働的
供給者/利用者という関係へ。私益(自分だけ）から協働利
益へ。情報の非対称性から公開透明性へ。独裁→民主化



②ソーシャルネットワークに積極的に参加し、自
分の時間や知識は無償で提供しても他者の利益
を拡大する「分散・水平・オープン」な協働型経
済」へ変革する派

ここで質問です

①「いま、ここ、自分が一番大切」「中央集中・大
規模・独占・富の集中・クローズ・垂直」の現状
経済社会維持派

どちらですか？



Ⅴ.第三次産業革命への立ち遅れと日本経済の
競争力低下
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日本の第三次産業革命への立ち遅れ

化石燃料依存の第2次産業革命パラダイムは2008年が
ピークで第3次産業革命へ入っている

再生可能エネルギーの生産コストは指数関数的に低下→
化石燃料、原子力とも競争力喪失→将来座礁資産の可能
性（100兆ドル/2016年）

ドイツと中国は、第三次産業革命の本質を認識
EUスマートヨーロッパPJ チャイナ・インターネッ
トプラスPJを積極対応中

日本は、第３次産業革命下という認識が薄く旧来の技術
（化石燃料、原子力）に固執し再生可能エネルギーの導
入をはじめ新技術の社会装着に立ち遅れている。



資本主義の非物質的転回

資本面 製造業のサービス産業化 物的なモノの価値
の減少と非物質的価値サービスの融合

価値源泉 非物質的価値へ(シェアリングエコノミー）

Ex トヨタのmaas(mobility as a service) 車体(物質
的)＋安全性デザイン等(非物質的)IOT(自動走行など）
Softbank提携

消費面 衣食住の基本的モノ欲求の充足 モノ消費から
サービスへの移行 カーシェア、タイムシェア、サブスク
リプションサービス
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無形固定資産投資推移
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米の55％
78655＄

141370＄

日本の労働生産性大幅低下 G7最下位
’90年１５位→２８位へOECD中
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製造業の労働生
産性大幅低下

２０００年
第１位から

20１９年
１８位へ



日本の設備年齢
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0.5％程度で低迷



64

▲3.5％

９５年比

239％

▲5％

639％

456％



世界株式時価総額ランキング2022.1

会社名 億＄ 会社名 億＄

1 NTT 1638.6 日 アップル 28281.9 米

2 日本興業銀行 715.9 日 マイクロソフト 23584.4 米

3 住友銀行 695.9 日 サウジアラムコ 18868.9 米

4 富士銀行 670.8 日 アルファベット 18214.5 米

5 第一勧業銀行 660.9 日 アマゾン 16352.9 米

6 IBM 646.5 米 テスラ 10310.6 米

7 三菱銀行 592.7 日 メタプラットフォーム 9266.8 米

8 エクソン 549.2 米 バークシャー 7146.8 米

9 東京電力 544.6 日 エヌヴィディア 6817.1 米

10 ロイヤルダッチシェル 543.6 英 台湾セミコンダクター 5945.8 台

11 トヨタ自動車 541.7 31 トヨタ自動車 2807.5 日

1989年 2022年

GAFAM時価総額９兆5700億ドル(約１１９
６兆円１２５円/＄）東証合計６９３.９兆円
の１.７倍 業種異動 金融→IT通信へ



＊企業経営でみると存続維持が目的の内向き経営。非正規拡大で人
件費抑制と償却内設備投資で投資抑制、増えたのは、経常利益倍増
と内部留保と配当金。
実質所得減少で消費低迷GDP伸びずの悪循環

日本経済の現状チェック

＊第３次産業革命のパラダイム転換＝モノからソフトパワーへの＝
有形から無形固定資産への転換が出来ず、第2次産業革命の旧来技
術に固執したため生産性が大幅低下
第3次産業革命のキーインフラとなる再生エネ等の転換が進まず、
新規起業、新陳代謝が進まず。ゼロ金利政策および株価PKOはそ
れを助長。潜在成長率は0.5％台＝成長しない経済

＊新規設備投資抑制～設備の老朽化 米独比設備年齢高い→生産性

低下・競争力低下→実質賃金低下
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潜在成長率が0.X％台というのは、企業にイノベー
ションで新たな展開を図ろうというスピリットがなく
なっているということ。企業維持の内向き指向

この状態は単に意欲の問題ではなく日本の政治経済社
会システム全体の問題。新陳代謝が当たり前の環境要

20世紀の目標に追いつけ追い越せという単純指向では
なく歴史的視点・科学的・論理的思考で全体知を使っ
て第三次産業革命へ対応するという大きな構想必要

単純・硬直的な既得権擁護の旧来の日本システムでは
対応不可。第三次産業革命を先導する科学的論理的な
＝新たな政治経済社会システム構築が必要



Ⅵ.日本経済の弱点
食料とエネルギー



人間にとり生きる上で一番重要なものは？

食料とエネルギー資源＝ライフライン

食料とエネルギーを輸入に頼る戦後成功した工業
生産力モデル経済がいま日本の最弱点に！

食料自給率38％ エネルギー自給率12％

エネルギーと食料の自立＝自給率UPの視点

日本はこれから何で食べていくのか？もう工業生
産力モデルでは限界！第３次産業革命へ全力で！
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主要国食料自給率比較

中國70～80％
（2020）種が
生命線
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出典：農水省資料

就業者３４７万人
（’85)

136万人
(‘20)

38％
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主要国エネルギー自給率

中國80％
（2016）

非化石16％
（2016）



日本エネルギー自給率推移

1960 58％ → 2019 12.1％

73

2019 12.1％



74

日本経済の二大弱点の強化必須
～エネルギーと食料～

欧米主要国は少なくとも自給率50％を確保。ロシアのウク
ライナ侵略とコロナ禍で認識 エネルギーと食料は安全
保障上最重要であり自給率50％は必要

２つの自給率アップは、2050カーボンニュートラル・第
３次産業革命対応は日本経済再生の大チャンス

エネルギー自給率12％という異常な国は再生エネルギーの
導入で最大のメリットを享受できる位置にいる。原料費ゼ
ロ限界費用ゼロの再生エネで自給率50％実現すれば、食料
と鉱物性資源輸入２２兆の1/2＝１１兆の資金が国内へ還
流する。自動車の輸出に匹敵するGDPへのインパクトとな
る
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再生エネシフトは日本の国益
～日本経済へのインパクト～

第2次産業革命下成功した工業生産力モデルでは第３次産
業革命へのパラダイム転換は難しい。日本再生には、第３
次産業革命を先導するくらいの構想が必要

安いエネルギーと食料は買えばよいというモデルであった
が、重要ライフラインを外国に頼るというリスクは大。
第三次産業革命下、限界費用ゼロの再生エネシフトによる
自給率UPは日本の国益。低自給率を逆転の発想で日本再
生のチャンスへ。原発回帰では、座礁資産の増大で成長復
活は難しい



再生可能エネルギーへの転換の可能性

必要な発電量 約１兆kwhが再生エネで可能か？

太陽光5000億kwh、風力5000億kwhの可能性チェック
＊太陽光1kwの発電量約1000kwh(稼働率12％）とする
と必要設備5億kw。設備コスト200千円/kw×4.5億kw
＝90兆円--A
＊風力1kwの発電量約2000kwh 必要設備2.5億kw
1基設備コスト3億円/MW×25万MW＝75兆円—B
A+B＝165兆円～新たな投資 10円/kwh販売 17年で
投資回収。また年約16兆円の国内設備投資需要発生
GDP3％増加 限界費用＝原料費ゼロで10年後には鉱物
資源輸入約15兆円が国内還流→日本経済弱点のエネル
ギー問題克服、日本産業の構造転換し足腰の強い経済へ



住宅用２億978万KW
2527億kwh

公共用25億3617万kw
2兆9689億kwh
うち95％ソーラーシェ
アリング

陸上風力2億8456kw
6859億kwh
洋上風力11億2022万
kw 3兆」2956kwh
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しかし日本の再生エネ転換は今？



日本の再生可能エネルギー発電シェア2021

22.6％

21.2

19.2

9.8

17.5
16.7 9.5％

出典：ISEP HP
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Ⅶ.日本経済持続可能性への起爆剤として

エネルギー・食料自給率のダブルUPを目指す
～ソーラーシェアリング～
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千ｈａ 出典：農林水産省資料

２０１５年（Ａ）１９９０年（Ｂ） Ａ/Ｂ

耕作放棄地 423 216 196%

販売農家 127 112 113%

自給農家 91 38 239%

土地持非農家 205 66 311%

耕作不可放棄地 188

耕作可能放棄地 335

・２５年で耕作放棄地は、倍増

・非農家は、３倍増

・耕作放棄地は、耕地面積の１割（423千/4.3百万ha）

・富山県の面積に匹敵（富山県424千ha）

耕作放棄地
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基幹的農業人口の高齢化と減少
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一次産業 二次産業 三次産業

1950 26.0 31.8 42.2

1970 6.1 44.5 49.4

1990 2.5 36.6 60.9

2019 1.0 26.0 73.0

GDP産業別割合

一次産業 二次産業 三次産業

1950 48.6 21.8 29.7

1970 19.3 34.1 46.6

1990 7.2 33.5 59.4

2019 3.3 23.3 73.4

就業者構成比

単位：％



＊コミュニティで支える農業ビジネスモデルの成功
都市住民出資+収穫物を配当受領。Solarシェアリングも
併用 環境配慮するデジタル若者に人気も。

欧米での新しい事例

＊3Dプリンターによる製造業のローカル化
現在の大工場による「引き算的製造法」→個人による

「足し算的製造法」へコペルニクス的転回。
原価費用ゼロ化も物流コストもエネルギーコストも
大削減が可能→エネルギー効率の向上

＊分散協働型モデルWeb利用で技能職人の復活
大規模・集中型モデルでほとんど絶滅した手工業型
職人が分散協働型モデルで復活中。家具職人etc
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産業としての農業の変遷と新しい可能性

＊戦後復興の工業生産力モデル完成のため農村から都会へ労
働力移動 一次産業GDPシェア26％→1％ 就業者割合は
48％→3％、人数は6割減

＊食料自給率は50％台から38％へ。耕作放棄地は42万
ha(富山県並み)少なくとも40年前の50％台への回復が必要

儲からない農業→若者がやらない→高齢化が進む→今や７０
代以上が７割→耕作放棄地増加止まらず→儲かる農業で地方
への逆労働力移動へ→第３次産業革命はインターネットによ
る都市と農業を結節・コミュニティ型農業+ソーラーシェア
リングで儲かる農業へ



：出所

ソーラーシェアリング



：出所

380GW



：出所



1412件 5331件

270ha 2187.1ha

令和2年度 合計
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匝瑳メガソーラー 農地面積 ha 環境省調査 GW

面積ha 3.2 田 239.3万 住宅用等 59 21/12 13GW

設備容量ｋｗ 1200 畑 200.4万 純増3.8倍 46 戸建て住宅の約40％

1ha当たりｋｗ 375 計 439.7万 37.6 30年 33%

耕作放棄地 42.3万

耕作可能荒廃地 9.2万/18.8万 太陽光発電設備現状・想定

農地転用状況'19 ソーラーシェアリング事業 21/12設備GW50年 増加容量

農用地75％ 発電事業者 60% 64 320 ５倍 256

第1種19％ 農業者 40% 住宅用 46

（うち荒廃地11.8%) 要純増 210

ソーラーシェアリングの可能性 単位：GW 210GW必要

耕作可能荒廃地 34.5 耕作可能荒廃地① 34.5

残農地利用 175.5 ②耕作放棄地50％ 79.3

要農地面積A 46.8万ha ③残農地利用 96.2

A/全農地 10.6% 要農地面積B 25.6万ha

耕作放棄地 42.3万ha B/全農地 5.8%

通常農地 4.2万ha

ソーラーシェアリングの可能性

＊耕作可能荒廃地の活用+10.5％の
農地活用で50年の太陽光設備クリア
耕作放棄地全て活用できれば通常農
地は1％利用でクリア

＊耕作可能荒廃地＋耕作放棄地の50％活用＋通常農地の6％で50
年目標クリア
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日本経済の持続可能性
再生エネルギー転換と農業再生

第３次産業革命到来を正しく認識せず、このまま衰退
していっていいのか？いま大きな分岐点にある。
一番メリット受けうる絶好の位置にある日本が、なぜ
再生エネへ転換できないのか？再生可能エネルギーへ
の転換は、貿易収支で自動車産業が１つ増えるほどの
インパクトがある。

農業再生は第３次産業革命のインターネットインフラ
による都市住民と農業民との協働型ビジネスへの転換
とソーラーシェアリング。ライフラインを確保し、エ
ネルギーと食料安全保障の一石二鳥を獲得する可能性
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予測発電量 容量3.99ｋｗ パネル21枚

東京 4,214ｋｗｈ/年 351ｋｗｈ/月

*投資額（グロス） 約2百万円

小型自動車1台分

地球への貢献という視点

スギの木 92本/年植樹

ガソリン 927liter節約

家庭排出CO₂量 93軒分/日

Ⅷ.我が家のエネルギー限界費用ゼロ革命



4805ｋｗｈ

1888ｋｗｈ

日照時間2006ｈ/年

発電量/消費量 ２.５倍電力自給自足

ｋｗｈ
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太陽光発電は自家消費により限界費用ゼロへ
(FIT終了) 7月 ８月 変化率

発電A 400 435

消費B 187 224

自家消費C 89 191

自家消費率C/A 22％ 44％ 200％

〃 C/B 47％ 85％ 180％

充電 41 90 220％

放電 35 75 214％

売電 311 244 ▲22％

買電 106 47 ▲56％

自家消費率２倍→買電力５割減 自家消費>買電の４倍 実質0

単位：ｋｗｈ
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２０５０年に向けて世界は脱炭素化へ
～ウクライナ侵略でややスピードダウンか

＊ただカーボンニュートラルへの投資の世界の流れは不変。
一方一時的に原発ルネッサンスの動きも

＊IOTベースの３要素の融合で第３次産業革命は急ピッチ
で40年くらいで新しいパラダイムへ転換する
‘50カーボンニュートラルも第３次産業革命移行次第

＊金利ゼロ％で投資機会を喪失した日本
このままなすすべなく没落していくのか？産業構造変革
なくして日本経済再生はない＝第３次産業革命のトップ
を走れ！そのためのいの一番が再生エネへの転換。再生
エネへの転換なくして日本再生なし！



最後の質問です
いますぐに日本の政治経済社会は大きく変わ
らなければいけないと思いますか？



日本の現在位置の捉え方（欧米からの見方）
ジャレド・ダイアモンドUCLA教授

日本の地位
＊GDP世界3位 2010年中国に抜
かれ1人当たりGDPも購買力平価
ベースで韓国にも抜かれた。が、何
となく今後も何とかなる症候群。一
方、現実はますます低落の虞

日本の見方 欧米の見方

まだ成功した国で世界3位。最裕福な国で
はないが日本は弱くなったとは見ていない。

人口減少
ピーク2008 1億28百万人

’53 99百万
高齢化’50 37.7％ 38百万人
GDP減、社会保障費増

人口９０百万人の国はEUでは、トップ
資源輸入国の日本にはアドバンテージにな
る。日本の高齢者は世界一健康であり、他
国の若者より負担は少ない。問題は定年退
職をはじめとする社会システム

日本は民主主義国家であり、全員に選挙権
ある米国は全員ではなく登録制。民主主義
の基本は投票。将来をよくするには優秀な
政治家へ必ず投票すること。危機を突破す
る最良の方法。
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Ⅸ皆さんへの期待

この3年のコロナ対応でいかに国のリーダーやシステムの重要性が身に染みて
分かったと思います。目前にパンデミックと気候変動問題と闘いながらグロー
バル資本主義の危機というの3つの大問題に加えて今年ロシアのウクライナ侵
略という暴挙が発生し民主主義の危機も。そして、その中で日本の地位はじり
じりと低下しています。

これから日本は何で食べていくのか！Z世代と言われる皆さんは、成長する日
本を知らない。何となく今までの蓄積で今後も何とかなるという考えで行けば
埋没はさらに加速するでしょう。現在の政治経済社会システムを動かしている
年寄りに頼ってはいけません。ジャレド・ダイアモンド教授が指摘するように
日本の政治経済社会システムが冷戦後30年の日本の停滞を招いていると思い
ます。２０３０年までのこの１０年が５０年までに再浮上できるかどうかを決
めると思われます。いま、第３次産業革命と呼んでもいい歴史的転換期にある
のは間違いのないところだと思います。自分の頭で歴史を正しく直視し21世
紀に劣化した政治経済社会システムを自分達の生き方にFITするものに変えて
行ってください。
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ご清聴ありがとうございました
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